
 
 

 

 
 

近年の水害によるライフライン被害の特徴 
Characteritics of Urban Lifeline Fascilities Caused by Recent Flood Disaster 
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In the case of storm and flood damage, human damage and house damage are attracting attention, but since urban 
lifelines have spread all over the country, many damages of lifeline fascilities have come to occur. Here, the recent 
wind and flood damage of water and sewage, electric power, and communication is summarized in this paper. In Japan, 
on average, several times a year, the government has an emergency response headquarters, as storm and flood damage 
occurs. Among them, the recent flood damage, which was the most prominent lifeline damage, is taken up and the 
characteristics of lifeline damage are analyzed. 
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１．はじめに 
平成の終わり頃から日本では風水害が顕著になってい

る．風水害では人的被害や家屋被害が注目されるが，都

市ライフラインも全国にいきわたったことから被害が多

く発生するようになった．ここでは上下水道，電力，通

信の 近の風水害を整理しておく．日本では平均して年

に数回は政府に非常体対策本部が置かれる風水害が起き

ているが，その中でもライフライン被害が顕著であった

近の水害を取り上げてライフライン被害の特徴を分析

する． 

 
２. 水害によるライフラインの支障 
 内閣府では平成 12 年（2000）以降に起きた大きな災害

に関して被害状況と政府の対応の記録を web 上で公開し

ている．台風あるいは大雨による被害の報告は 124 件が

報告されており，道路，鉄道，建物，上下水道，電力，

通信などの被災件数が列挙されている．水害に関して被

害が大きくなったのは比較的 近の水害であり，2000 年

代の水害は軽微な被害となっていた，表-1は 2015年から

2020 年の主な水害による被災数の概数をまとめた結果で

ある． 
 風水害の場合には前もって避難情報が出されるために

死者は比較的少ないが，多くの人が亡くなったのは平成

29 年 7 月豪雨（九州北部豪雨）の 42 人，平成 30 年 7 月

豪雨（西日本豪雨）の 237 人，令和元年台風 19 号の 104
人，令和 2 年 7 月豪雨の 84 人となる．この 4 つの水害で

は全壊家屋数も多くなっているが，特筆されるのは令和

元年台風 15 号の千葉県の被害であり，全壊家屋が 342 戸

となっている．強風により屋根などが吹き飛ばされたこ

とによる． 
 住宅被害が多い風水害では水道の断水が発生している．

数千戸から数万戸である場合が多いが，断水戸数が 10 万

戸以上となったのは，西日本豪雨，令和元年 15 号台風，

令和元年台風 19 号の 3 つ風水害であった．その原因とし

て浄水場やポンプ場の浸水や停電の影響となっている．

下水道の被害が多いのは西日本豪雨と令和元年台風 19 号

であり，下水処理場やポンプ場の被害に加えて道路の損

壊に伴う管路被害も発生している．下水のポンプ場も停

電の影響で停止している箇所があり，停電により上下水

道が使えなくなるケースが多く発生している．水害が発

生しやすい土地にこれらの施設を設置している場合には

耐災性を再評価しておく必要がある． 
 被災データを眺めれば風水害に弱いのは電力と通信で

あり，表に挙げた風水害では停電と電話の普通が発生し

ている．停電件数や電話の不通，携帯基地局の停波に関

して時間的な影響は示していないが，大雨の時には停電

と通信不能が起きる結果となっている．停電の原因は送

電線や配電線の切断であり，大雨や強風による樹木の倒

壊に巻き込まれるケースが多い． 
 電話の不通は数千から数万回線程度であるが，携帯基

地局の停波局数は数千局になるケースが多い．その原因

は停電である場合が多く，基地局のバッテリーが切れる

前に対処ができなかったケースとなる． 近では携帯基

地局には 12 時間分のバッテリーを置いている場合が多い

が，大雨の影響により非常発電機を運搬できない場合に

はバッテリーが切れることにより機能を停止する．大雨

により停電した場合には一定時間後に携帯端末が使えな

くなるのが 近の風水害の特徴といえる． 

 
３．地震被害との比較 
 表-2 は兵庫県南部地震以降の主な地震災害の被災数の

概数を整理した結果である．M7 クラスの地震被害は被

害集中地域の面積はそれほど大きくないのに対し，水害

は県を超える広い範囲で起きる災害であるために単純比

較できないが，被災の概数により市民生活への影響や社

会経済への影響をおよそ知ることができる． 
表において 1995 年兵庫県南部地震と 2011 年東北地方

太平洋沖地震の被害は突出しているが，それ以外の断水

戸数，停電件数，電話の不通数，基地局の停波数は表-1

に示した数字程度であり，発生頻度を考えれば水害によ

るライフライン停止の影響の方が社会にとって深刻な問

題であることがわかる．通信における東日本大震災の教



 

 

訓は電源対策の強化であり，通信各社は対策を進めてい

るが，近年多発する水害には十分対応できていないとい

える． 
 ライフライン被害の影響では時間軸における分析が必

要とされ，また代替サービスによる影響の軽減の分析も

必要とされる．東日本大震災以降は，電力が不安定な状

態であり，電源対策の強化が望まれるが，風水害に対す

る分析が不十分であるように思われる．風水害は被災範

囲が広域であることも併せて今後ライフラインの復旧プ

ロセスの分析を進めていく予定である． 

 
４．まとめ 
 風水害による都市ライフラインの停止が顕著になる理

由は，風水害が大規模化しているのとともに，都市ライ

フラインが全国に拡充され被災の対象設備が多くなった

のが原因であり，特に携帯基地局の停止が多いのが 近

の風水害の影響といえる．東北地方太平洋沖地震以降に

電源対策は進められているが，危険な時間が長く継続す

る風水害の場合にはある程度の時間は停電とともに通信

不通となることを想定しておく必要がある．突発的に発

生する地震に比べて風水害は事前の予想が可能であり，

災害に対応する準備時間がある．適切な対応によりさら

に被災を小さくすることは可能であり，減災のための方

策は多い．人的被害，家屋被害が小さくてもライフライ

ンの被害が大きいのが 近の水害の特徴といえる． 
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表-1 近の風水害によるライフライン被害 

災害名 被害の概数 断水戸数，施設被害 停電件数 通信不能数・基地局数

平成27年台風

第 15 号(2015) 
被害地域は西日本 
死者 1 人，全壊 10 棟 

1.4 万戸 149 万件 1982 局 

平成 27 年関

東・東北豪雨 
被害地域は東日本 
死者 8 人，全壊 80 棟 

2.7 万戸 
 

2.9 万件 2.9 万加入， 
153 局 

平成28年台風

第 16 号(2016) 
被害地域は西日本 
死者 1 人，全壊 6 棟 

3.3 千戸 
 

18.5 万件 536 局 

平成 29年 7月
豪雨(2017) 

被害地域は主に九州北部，

死者 42 人，全壊 325 棟 
3 千戸， 

 
6 千件 120 局 

平成29年台風

第 21 号 
被害地域は全国 
死者 1 人，全壊 6 棟 

1.1 万戸， 
ポンプ場 2 

32 万件 1100 局 

平成 30年 7月
豪雨(2018) 

被害地域は西日本全体 
死者 237 人，全壊 6767 棟 

26.3 万戸，下水処理場

9，ポンプ場 10 
14 万件 3.3 万加入， 

1084 局 

平成30年台風

21 号(2018) 
被害地域は関西以東 
死者 14 人，全壊 26 棟 

1.6 万戸 
 

262 万件 1800 加入， 
5100 局 

平成30年台風

24 号(2018) 
被害地域は全国 
死者 1 人，全壊 14 棟 

1.0 万戸 
 

224 万件 2400 加入， 
5300 局 

令和元年台風

15 号(2019) 
被害地域は主に千葉県 
死者 1 人，全壊 342 棟 

14 万戸， 
 

94 万件 19 万加入 
3900 局 

令和元年台風

19 号(2019) 
被害地域は全国 
死者 104 人，全壊 3308 棟 

16.8 万戸，下水処理場

17 か所，ポンプ場 31
か所，管路 100 か所 

52 万件 1 万加入， 
2210 局 

令和 2 年 7 月

豪雨(2020) 
被害地域は主に九州南部，

死者 84 人，全壊 1621 棟 
3.8 万戸， 

処理場 1，ポンプ場 7 
1.7 万件 4.2 万加入， 

401 局 

令和 2 年台風

10 号 
被害地域は全国 
死者 2 人，全壊 2 棟 

5 千戸 
 

56 万件 1266 局 

 
表-2 過去の地震被害の概数 

地震名 地震の規模

(Mj) 
死者・ 
住宅全壊 

断水戸数 停電戸数 ガス停止数 通信不能数・

基地局数 

1995 兵庫県南部

地震 
7.3 6500 人 

10 万棟 
123 万戸 100 万戸 86 万件 29 万加入 

2004 新潟県中越

地震 
6.8 

余震多数 
68 人 

3200 棟 
13 万戸 28 万戸 5.6 万件 4500 加入 

189 局 

2007 新潟県中越

沖地震 
6.8 15 人 

1300 棟 
6 万戸 3.5 万戸 3.1 万戸 800 加入 

 

2011 東北地方太

平洋沖地震 
9.0 20000 人 

12 万棟 
210 万戸 890 万戸 46 万件 190 万加入 

12000 局 

2016 熊本地震 6.5 と 7.3 273 人 
8700 棟 

43 万戸 48 万戸 10 万件 408 局 

 


